
事  務  連  絡 

平成 26年４月１日 

 

各都道府県・指定都市・中核市 

子ども・子育て支援新制度 担当部局担当課 御中 

 

内閣府子ども・子育て支援新制度施行準備室 

 

認定こども園への移行について 

 

日頃より、子ども・子育て支援新制度の施行準備につきまして、ご尽力・ご協力をいただ

き、御礼申し上げます。 

現在、国においても、子ども・子育て支援新制度の施行に向けた各種基準の策定等に鋭意

取り組んでいるところですが、今般、認定こども園への移行についてご留意いただきたい点

について、下記のとおり整理いたしましたので、内容についてご確認いただきますとともに、

各都道府県におかれましては、管内市区町村への周知徹底につきまして、ご高配を賜ります

ようよろしくお願いいたします。 

 

記 

 

１．  子ども・子育て支援新制度（以下「新制度」という。）は、全ての子どもに良質な

成育環境を保障するため、それぞれの家庭や子どもの状況に応じ、子ども・子育て支

援給付を行うとともに、地域子ども・子育て支援事業を行うものである。 

これらの給付・事業を実施するに当たっては、新制度が、保護者の選択に基づき、

多様な施設又は事業者から教育・保育を受けられるような提供体制を確保することを

目的の一つとしていることに鑑み、保護者の就労状況及びその変化等のみならず、子

どもの教育・保育施設の利用状況等に配慮しつつ、柔軟に子どもを受け入れるための

体制確保、地域の教育・保育施設の活用等も勘案し、現在の教育・保育の利用状況及

び利用希望を十分に踏まえた上で定めることが必要である。 

 

２．  上記１．の趣旨を踏まえ、平成 25 年 12 月 18 日付事務連絡（「幼稚園及び

保育所が認定こども園に移行する場合における需給調整に係る特例措置の再

周知について（依頼）」）（別添）においても周知徹底をお願いしていると

ころであるが、認定こども園が幼稚園及び保育所の機能を併せ持ち、保護者の就労

状況及びその変化等によらず柔軟に子どもを受け入れられる施設であることや、幼保

連携型認定こども園については、学校及び児童福祉施設として一の認可の仕組みとし



た制度改正の趣旨を踏まえ、認定こども園への移行を希望する幼稚園・保育所が

あれば、認可・認定基準を満たす限り、認可・認定を行うものとした「幼稚

園及び保育所が認定こども園に移行する場合における需給調整の特例措置」

を子ども・子育て支援法に基づく基本指針案においてお示しているところで

あるので、本特例措置の趣旨及び内容について改めてご確認の上、適切に認

可・認定が行われることが必要である。 

 

３．  同時に、認定こども園、幼稚園、保育所を通じて子ども・子育て支援法   

に基づく共通の財政支援の仕組みを創設しつつ、既存の幼稚園、保育所から

認定こども園への移行は義務付けずにそれぞれの施設類型については維持し

て事業者の選択に委ねることとされ、また、地域において保育需要が充足さ

れていなければ審査基準に適合している者から保育所等の設置に係る申請が

あった場合には認可するものとされた国会における法案修正の趣旨を十分に

踏まえる必要がある。 

したがって、既存の幼稚園、保育所から認定こども園への移行については、

地方版子ども・子育て会議等において、それぞれの地域の実情や利用者のニーズに

即した教育・保育施設のあり方について丁寧な議論・検討を行った上で事業

計画を策定し、これに基づいて、事業者の意向を十分に踏まえた対応がなさ

れることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 事  務  連  絡 

平成２５年１２月１８日 

各都道府県・指定都市・中核市 

子ども・子育て支援新制度御担当部局 御中 

 

内閣府子ども・子育て支援新制度施行準備室 

 

幼稚園及び保育所が認定こども園に移行する場合における需給調整に係る 

特例措置の再周知について（依頼） 

 

 

 平成２５年８月６日付け事務連絡「子ども・子育て支援法に基づく基本指針の概ねの案について」におい

てお示しした「子ども・子育て支援法に基づく基本指針（案）」において、「幼稚園及び保育所が認定こども園

に移行する場合における需給調整に係る特例措置」をお示ししたところです。 

 しかしながら、本特例措置の内容や趣旨について、いくつかの自治体において、必ずしも正しく理解され

ていないのではないかと思われる対応を行っているとのご指摘をいただいていることから、改めて、下記の

とおり、その内容や趣旨をお示しするとともに、再度の周知徹底をお願いするものです。 

 

記 

 

 本特例措置の内容は、①幼稚園が幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定こども園に移行する場合②

保育所が幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園に移行する場合のいずれの場合においても、

都道府県は、地域における教育・保育施設の定員総数が、「現在の利用状況」に「利用希望」を踏まえて設

定した「量の見込み」に「都道府県計画で定める数」を加えた数に達するまでは、認可・認定しなければなら

ないこととするものです。また、「都道府県計画で定める数」の設定に当たっては、認定こども園への移行を

促進するため、認定こども園、幼稚園、保育所等の利用状況や認定こども園への移行の希望に十分配慮

し、幼稚園、保育所の認定こども園への移行に関する意向等を踏まえて設定するものです。 

 

 その趣旨は、認定こども園が幼稚園と保育所の機能を併せ持ち、保護者の就労状況の変化等によらず

に柔軟に子どもを受け入れられる施設であることを踏まえ、認定こども園への移行を希望する幼稚園・保育

所があれば、認可・認定基準を満たす限り、認可・認定を行えるようにするというものです。 

 

 

 

 つまり、供給過剰地域においても、認可・認定を可能とすることを前提としつつ、適切な需給状況が確保さ

れるよう、既存施設の現在の利用状況等を勘案し、地方版子ども・子育て会議における議論等により透明

性を確保した上で、「都道府県計画で定める数」を設定し、その範囲内で認可・認定を行っていただくことと



するものです。 

 

 したがって、「都道府県計画で定める数」については、供給過剰地域においても認可・認定を可能とするこ

とを前提とするものであることから、当該数は、少なくとも「供給量－需要量」を上回る数を設定していただく

必要があるものであり、当該上回る数については、認定こども園、幼稚園、保育所等の利用状況や認定こ

ども園への移行の希望などを踏まえ、地方版子ども・子育て会議における議論等を行っていただいた上で、

各地域の実情に応じた具体的な数を設定していただくことになることにご留意ください。 

 

 以上の内容につきまして、貴職におかれましては、改めてご確認の上、ご理解いただきますとともに、管

下市区町村への改めての周知徹底につきまして、特段のご配慮をいただけますよう、よろしくお願いいたし

ます。 

 

 なお、本件周知徹底に係る対応状況につきまして、１月９日（木）までに下記までご報告いただけますよう、

よろしくお願い申し上げます。 

 

担当 内閣府 少子化対策担当 加藤・佐藤・辻  

T E L : 03-3581-1403(直通)  

F A X : 03-3581-0992 

 

 

 


